
～ 製造品出荷額等，付加価値額は前年と比べて減少 ～ 

 製造品出荷額等は９兆 7415 億円で全国 11 位，付加価値額は２兆 7117 億円で全国 14 位 

□ 製造品出荷額等は前年より 2982 億円減少し，中国・四国・九州地方では昨年に続き２年連続 

２位（平成 16 年～平成 29 年は１位） 

□ 付加価値額は前年より 2008 億円減少したものの，中国・四国・九州地方で９年連続１位 

 

 

 

令和２年工業統計調査 調査結果の概要（従業者４人以上の事業所） 

 

１ 概況 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 事業所数は４年連続で減少し，従業者数も７年ぶりの減少となった。製造品出荷額等は２年連

続，付加価値額は４年連続の減少となった。 

 製造品出荷額等は全国 11 位(前年 11 位)，付加価値額は全国 14 位(前年 13 位)となった。 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業所数・従業者数 

事業所数は，4577 事業所で，前年と比較

して 2.4%減少した（111 事業所減），（表２，

図４）。令和２年の事業所数の全国順位は，

15 位で，前年と同順位であった（表１）。 

従業者数は，21 万 8639 人で，前年と比

較して 0.7%減少した（1601 人減），（表２，

図４）。令和２年の従業者数の全国順位は，

10 位で，前年と同順位であった（表１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（２）製造品出荷額等・付加価値額 

製造品出荷額等は，９兆 7415 億円で，前

年と比較して 3.0%減少した（2982 億円減）

（表３，図５）。令和元年の製造品出荷額等

の全国順位は，11 位で，前年と同順位であ

った（表１，図１・５）。 

付加価値額は，２兆 7117 億円で，前年と

比較して 6.9%減少した（2008 億円減）（表

３，図５）。令和元年の付加価値額の全国順

位は，14 位で，前年の 13 位から順位を１つ

下げた（表１，図２・５）。 

 

 

 

 

 

 

 



２ 産業別の状況 

（１）事業所数 ～上位３業種は金属製品，生産用機器，食料～ 

事業所数は，4577 事業所となり，４年連続の減少となった〔前年比 2.4%減（111 事業所減）〕。 

産業中分類別で事業所数が最も多いのは，金属製品（615 事業所，構成比 13.4％）で，次い

で生産用機器（568 事業所，構成比 12.4％），食料（521 事業所，構成比 11.4％）の順となった。

上位３業種は前年と同じ順位で，全体の約４割（37.2％）を占めている（図６・表４）。 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，生産用機器（３事業所増），木材（２事業所増），化学（２事

業所増）など８業種であり，減少したのは，食料（27 事業所減），金属製品（26 事業所減），繊

維（19 事業所減）など 13 業種であった。はん用機器，石油，情報機器は増減がなかった（表５）。 

 

 

 

 

 



（２）従業者数 ～上位３業種は輸送用機器，食料，生産用機器～ 

従業者数は，21 万 8639 人となり，７年ぶりの減少となった〔前年比 0.7％減（1601 人減）〕。 

産業中分類別で従業者数が最も多いのは，輸送用機器（５万 2619 人，構成比 24.1％）で，次

いで，食料（２万 7788 人，構成比 12.7％），生産用機器（２万 2299 人，構成比 10.2％）の順

となった。上位３業種は前年と同じ順位で，全体の約５割（47.0％）を占めている（図７・表

６）。 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，プラスチック（596 人増），業務用機器（462 人増），はん用機

器（300 人増）など 10 業種であり，減少したのは，生産用機器（1298 人減），食料（650 人減），

輸送用機器（405 人減）など 14 業種であった（表７）。 

 

 

 

 

 

 

 



（３）製造品出荷額等 ～上位３業種は輸送用機器，鉄鋼，生産用機器～ 

製造品出荷額等は，９兆 7415 億円となり，２年連続の減少となった〔前年比 3.0％減（2982

億円減）〕。 

産業中分類別で製造品出荷額等が最も多いのは，輸送用機器（３兆 2569 億円，構成比 33.4％）

で，次いで，鉄鋼（１兆 1870 億円，構成比 12.2％），生産用機器（8960 億円，構成比 9.2％）

の順となった。上位３業種は前年と同じ順位で，全体の５割以上（54.8％）を占めている（図

８・表８）。 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，はん用機器（981 億円増），木材（423 億円増），電子部品（205

億円増）など 13 業種であり，減少したのは，輸送用機器（2469 億円減），鉄鋼（1343 億円減），

非鉄（440 億円減）など 11 業種であった（表９）。 

 

 

 

 

 

 



（４）付加価値額 ～上位３業種は輸送用機器，生産用機器，食料～ 

付加価値額は，２兆 7117 億円となり，４年連続の減少となった〔前年比 6.9％減（2008 億円

減）〕。 

産業中分類別で付加価値額が最も多いのは，輸送用機器（7154 億円，構成比 26.4％）で，次

いで，生産用機器（3021 億円，構成比 11.1％），食料（2345 億円，構成比 8.6％）の順となっ

た。上位３業種は，前年と同じ順位で，全体の約５割（46.1％）を占めている（図９・表 10）。 

 

 

 

 

前年と比較して増加したのは，はん用機器（467 億円増），生産用機器（306 億円増），木材（81

億円増）など 13 業種であり，減少したのは，輸送用機器（1322 億円減），鉄鋼（1166 億円減），

非鉄（147 億円減）など 11 業種であった（表 11）。 

 

 

 

 

 

 



（５）現金給与総額 ～７年連続で増加～ 

現金給与総額は，１兆 476 億円となり，７年連続の増加となった〔前年比 0.3％増（35 億円

増）〕（図 10，表 12）。 

産業中分類別で現金給与総額が最も多いのは，輸送用機器（2995 億円，構成比 28.6%）で，

次いで，生産用機器（1174 億円，構成比 11.2%），食料（812 億円，構成比 7.8%）の順となっ

ており，上位３業種で，全体の約５割（47.6%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，業務用機器〔前年比 35.2％増（39 億円増）〕，はん用機器〔前

年比 4.6％増（29 億円増）〕，鉄鋼〔前年比 2.4％増（14 億円増）〕など 15 業種であり，減少し

たのは，生産用機器〔前年比 5.1％減（63 億円減）〕，電子部品〔前年比 4.7％減（18 億円減）〕，

食料〔前年比 1.8％減（15 億円減）〕など９業種であった。（図 11，表 12）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（６）原材料使用額等 ～３年ぶりの減少～ 

原材料使用額等は，６兆 7676 億円となり，３年ぶりの減少となった〔前年比 1.8％減（1237

億円減）〕（図 12，表 13）。 

産業中分類別で原材料使用額等が最も多いのは，輸送用機器（２兆 5523 億円，構成比 37.7％）

で，次いで，鉄鋼（１兆 1265 億円，構成比 16.6％），生産用機器（5839 億円，構成比 8.6%）

の順となっており，上位３業種で，全体の６割以上（62.9%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，はん用機器〔前年比 26.0％増（681 億円増）〕，木材〔前年比

43.5％増（313 億円増）〕，プラスチック〔前年比 5.4％増（191 億円増）〕，など 15 業種であり，

減少したのは，輸送用機器〔前年比 4.8％減（1292 億円減）〕，生産用機器〔前年比 6.6％減（415

億円減）〕，非鉄〔前年比 11.5％減（236 億円減）〕など９業種であった（図 13，表 13）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（７）有形固定資産投資総額（従業者 30 人以上の事業所） ～２年連続増加～ 

有形固定資産投資総額は，7050 億円となり，２年連続の増加となった〔前年比 16.6％増（1004

億円増）〕（図 14，表 14）。 

産業中分類別で有形固定資産投資総額が最も多いのは，電子部品（3067 億円，構成比 43.5%）

で，次いで，鉄鋼（1105 億円，構成比 15.7%），輸送用機器（980 億円，構成比 13.9％）の順

となっており，上位３業種で，全体の７割以上（73.1%）を占めている。 

前年と比較して増加したのは，電子部品〔前年比 16.1％増（426 億円増）〕，鉄鋼〔前年比 60.2％

増（415 億円増）〕，輸送用機器〔前年比 14.7％増（125 億円増）〕など 12 業種であり，減少し

たのは，生産用機器〔前年比 21.2％減（66 億円減）〕，電気機器〔前年比 38.3％減（41 億円減）〕，

化学〔前年比 8.7％減（21 億円減）〕など９業種であった（図 15，表 14）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（８）工業用地（従業者 30 人以上の事業所） 

事業所敷地面積は，4201 万 2923 ㎡〔前年比 3.3％減（145 万 4401 ㎡減）〕となった。 

産業中分類別で事業所敷地面積が最も大きいのは，鉄鋼（1142 万 3617 ㎡，構成比 27.2％）

で，次いで，輸送用機器（976 万 2770 ㎡，構成比 23.2％），化学（333 万 8069 ㎡，構成比 7.9％）

の順となっており，上位３業種で，全体の約６割（58.4%）を占めている（図 16）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



（９）工業用水（従業者 30 人以上の事業所） 

１日当たりの工業用水使用量（淡水）は，87 万 981 ㎥〔前年比 0.5％減（4046 ㎥減）〕となっ

た。 

産業中分類別で工業用水使用量（淡水）が最も多いのは，鉄鋼（40 万 5300 ㎥，構成比 46.5％）

で，次いで，紙製品（17 万 1387 ㎥，構成比 19.7％），化学（15 万 8984 ㎥，構成比 18.3%）の

順となっており，上位３業種で，全体の８割以上（84.5%）を占めている（図 17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



３ 従業者規模別の状況 

（１）事業所数 ～100 人未満規模の事業所が９割以上を占める～ 

事業所数が最も多いのは従業者規模「10～29 人」（1943 事業所，構成比 42.5％）で，次いで

「４～９人」（1476 事業所，構成比 32.2％），「30～99 人」（787 事業所，構成比 17.2％）の順

となっており，100 人未満規模の事業所数が 4206 事業所と全体の９割以上（91.9％）を占めて

いる（図 18）。 

 

 

 

（２）従業者数 ～100 人以上規模の事業所が６割以上を占める～ 

従業者数が最も多いのは，従業者規模「300 人以上」（８万 7983 人，構成比 40.2％）で，次

いで「100～299 人」（４万 5359 人，構成比 20.7％）の順となった。100 人以上規模の事業所に

おける従業者数は，13 万 3342 人と全体の６割以上（61.0％）を占めている（図 19）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３）製造品出荷額等 ～100 人以上規模の事業所が８割を占める～ 

製造品出荷額等が最も多いのは，従業者規模「300 人以上」（６兆 892 億円，構成比 62.5％）

で，次いで「100～299 人」（１兆 7611 億円，構成比 18.1％）の順となっており，100 人以上規

模の事業所における製造品出荷額等が，7兆 8503 億円と全体の８割（80.6％）を占めている（図

20）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）付加価値額 ～100 人以上規模の事業所が７割以上を占める～ 

付加価値額が最も多いのは，従業者規模「300 人以上」（１兆 3491 億円，構成比 49.7％）で，

次いで「100～299 人」（6227 億円，構成比 23.0％）の順となっており，100 人以上規模の事業

所における付加価値額が，１兆 9717 億円と全体の７割以上（72.7％）を占めている（図 21）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



４ 市町別の状況 

 （１） 事業所数 ～広島市，福山市，東広島市で約６割を占める～ 

市町別で事業所数が最も多いのは，広島市

（1109 事業所，構成比 24.2％）で，次いで福

山市（1106 事業所，構成比 24.2％），東広島

市（399 事業所，構成比 8.7％）の順となって

おり，この３市で全体の約６割（57.1％）を

占めている（図 22）。 

前年と比較して増加したのは，世羅町（２

事業所増），府中町（１事業所増），海田町（１

事業所増）など４町であり，減少したのは，

福山市（34 事業所減），東広島市（18 事業所

減），広島市（17 事業所減）など 16 市町であ

った。竹原市，安芸太田町，大崎上島町の３

市町は増減がなかった（表 15）。 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 従業者数 ～広島市，福山市，東広島市で５割以上を占める～ 

市町別で従業者数が最も多いのは，広島市

（５万 5772 人，構成比 25.5％）で，次いで

福山市（４万 12 人，構成比 18.3％），東広島

市（２万 3220 人，構成比 10.6％）の順とな

っており，この３市で全体の５割以上（54.4％）

を占めている（図 23）。 

前年と比較して増加したのは，東広島市

（601 人増），三原市（165 人増），世羅町（40

人増）など５市町で，減少したのは，広島市

（569 人減），福山市（343 人減），呉市（318

人減）など 18 市町であった（表 16）。 

 

 

 



 （３） 製造品出荷額等 ～広島市，福山市，呉市で６割を占める～ 

市町別で製造品出荷額等が最も多いのは，    

広島市（３兆 1008 億円，構成比 31.8％）で， 

次いで福山市（１兆 7164 億円，構成比 

17.6％），呉市（１兆1204億円，構成比11.5％） 

の順となっており，この３市で全体の６割 

（60.9％）を占めている（図 24）。 

前年と比較して増加したのは，呉市（241 億

円増），三原市（227 億円増），海田町（92 億

円増）など９市町で，減少したのは，府中町

（1500 億円減），福山市（767 億円減），広島

市（659億円減）など14市町であった（表17）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 付加価値額 ～広島市，呉市，福山市で約６割を占める～ 

市町別で付加価値額が最も多いのは，広島

市（8621 億円，構成比 31.8％），次いで呉市

（3792 億円，構成比 14.0％）福山市（3426

億円，構成比 12.6％），の順となっており，

この３市で全体の約６割（58.4％）を占めて

いる（図 25）。 

前年と比較して増加したのは，大崎上島町

（37 億円増），三次市（28 億円増），坂町（27

億円増）など 10 市町で，減少したのは，広島

市（634 億円減），福山市（353 億円減），呉市

（226億円減）など13市町であった。（表18）。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 



 


